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航空従事者技能証明及び計器飛行証明に関する訓令の運用方針について

（通達）

標記について、別紙のとおり航空従事者技能証明及び計器飛行証明に関する訓令の運

用方針が定められ、平成２３年４月１日から適用することとされたので、通達する。

なお、航空従事者技能証明及び計器飛行証明に関する訓令の運用方針について（次発

人事第５３号。３０．５．２３）は、廃止する。



別 紙

第１ 訓令第３条第１項関係

技能証明は、航空従事者技能証明及び計器飛行証明に関する訓令（昭和３０年防衛

庁訓令第２１号。以下「訓令」という。）別紙第１に掲げる要件に該当することはも

ちろん、その者の将来の配置を勘案し、航空業務に従事することが見込まれる場合に

上申を行うものとする。

第２ 訓令第４条第１項関係

新型機基本操縦士の技能証明を有する者が従事することのできる航空業務は、偵察

等（訓令第２条第５号に規定する「偵察等」をいう。）を除く航空業務とする。

第３ 訓令第４条第４項関係

１ 訓令第４条第４項中の次に掲げる用語の意義は、次に掲げるとおりとする。

(1) 一般整備 飛行前後の点検、飛行間の点検、定期検査、発動機交換時の検査、

特別検査、受領検査等その他航空機一般の整備を行うことをいう。

(2) 特殊整備 航空機の特定の装置又は系統（プロペラ関係、油圧関係、計器関係、

電気関係、ジェット機関関係又は機体関係）について専門的に整備を行うことを

いう。

(3) とう載装備品整備 航空機のとう載装備品であって航空機の飛行に直接関係の

ないもの（航空無線機、航空電子装備、航法装置、砲塔装置、照準器、火器、写

真機、気象機器、落下さん又は救命装具）について専門的に整備を行うことをい

う。

２ 陸上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長及び防衛装備庁長官（以下「陸上幕僚長等」

という。）は、高級操縦士、上級操縦士、操縦士及び新型機基本操縦士については、

その者の技能に応じ、その者が操縦を行うことができる航空機を具体的に指定する。

３ 陸上幕僚長等は、特殊整備又はとう載装備品整備に限定されている整備士につい

ては、その者の技能に応じ、その者が専門的に整備を行う装置若しくは系統又はと

う載装備品を指定する。

４ 前２項の指定は、技能証明書の備考欄に記載する。

５ 次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定める略語を使用し、技能証明書

に記載する。

(1) ターボジエツト発動機をおもな動力とする固定翼航空機 Ｊ

(2) プロペラ推進を主とする固定翼航空機 Ｐ

(3) 連絡用航空機 Ｌ

(4) 回転翼航空機 Ｈ

(5) 陸上多発機 陸多

(6) 陸上単発機 陸単

(7) 水上多発機 水多

(8) 水上単発機 水単



第４ 訓令第４条第５項関係

航空従事者技能証明の限定を受けた隊員に対し、その限定事項を拡大するため海上

幕僚長が行う防衛大臣への上申には、航空自衛隊の教育訓練に関する訓令（昭和４１

年航空自衛隊訓令第３号）第８０条第１項の規定に基づき、航空幕僚長が依頼を受け

て実施する幹部である海上自衛官に対する教育であるＣ－１航空機整備員転換課程に

準ずるものを修了した場合を含むものとする。

第５ 訓令第１１条第３項関係

新型機基本操縦士の技能証明と同一の限定事項を含む操縦士（高級操縦士及び上級

操縦士を含む。）の技能証明を受けることとなった者について、現に有する新型機基

本操縦士の技能証明における訓令第１１条第３項の「同一系統に属する上位の技能証

明」とは、高級操縦士、上級操縦士又は操縦士の技能証明をいう。

第６ 訓令別紙第１第１項及び第２項関係

訓令別紙第１第１項第２号及び第２項第２号中の「計器飛行のための航法用装備」

とは、航空法施行規則（昭和２７年運輸省令第５６号）第１４５条に規定する装備を

いう。

第７ 訓令別紙第１第３項関係

１ 訓令別紙第１第３項第１号の「正規操縦教育課程」とは、海上自衛隊にあっては

計器飛行（固定翼）課程又は操縦士回転翼基礎課程までの操縦課程をいい、航空自

衛隊にあっては基本操縦課程までの操縦課程をいう。

２ 海上自衛隊の実用機（ＶＰ）課程又は操縦士固定翼実用機（Ｐ－１）課程を履修

する者に対する計器飛行（固定翼）課程修了に係る技能証明の付与については実用

機（ＶＰ）課程又は操縦士固定翼実用機（Ｐ－１）課程修了のときに、操縦士回転

翼実用機課程を履修する者に対する操縦士回転翼基礎課程修了に係る技能証明の付

与については操縦士回転翼実用機課程修了のときに行う。

第８ 訓令別紙第１第４項関係

訓令別紙第１第４項第２号の「正規操縦教育課程」とは、次に掲げる課程をいう。

(1) 戦闘機操縦（Ｆ－１５）課程
(2) 戦闘機操縦（Ｆ－２）課程
(3) Ｆ－１５機種転換操縦課程
(4) Ｆ－２機種転換操縦課程
(5) Ｆ－４ＥＪ機種転換操縦課程

第９ 訓令別紙第１第６項関係

訓令別紙第１第６項第１号の「正規操縦教育課程」とは、幹部特技課程「ＬＲ操縦」

及び幹部特技課程ＴＬ操縦をいう。



第１０ 訓令別紙第１第８項関係

訓令別紙第１第８項第１号の「正規操縦教育課程」とは、陸上自衛隊にあっては

幹部特技課程「航空操縦」、幹部特技課程Ｈ操縦、陸曹航空操縦課程及び陸曹操縦

課程後期（Ｈ操縦）を、海上自衛隊にあっては操縦士回転翼実用機課程までの操縦

課程を、航空自衛隊にあっては救難操縦（ＵＨ－６０Ｊ）課程をいう。

第１１ 訓令別紙第１第９項関係

訓令別紙第１第９項第１号の「正規操縦教育課程」とは、滑空機操縦講習及び滑

空機操縦教官講習をいう。

第１２ 訓令別紙第１第１０項関係

訓令別紙第１第１０項第１号の「正規操縦教育課程」とは、ＲＱ－４Ｂ機種転換

操縦課程をいう。

第１３ 訓令別紙第１第１３項関係

訓令別紙第１第１３項第１号の「正規教育課程」とは、次の表の左欄の組織の区

分に応じ、それぞれ右欄に掲げる課程とする。

組 織 課 程

陸上自衛隊 陸曹機上整備員課程

海上自衛隊 航空士戦術課程

航空士戦術（Ｐ－１）課程

航空士戦術課程（Ｐ－１）

航空士機上通信情報課程

航空士機上電子情報課程

航空士機上救助課程

航空士救護課程

幹部航空士機上整備課程

幹部航空士機上整備（Ｐ－１）課程

海曹士航空士機上整備課程

海曹航空士機上整備（Ｐ－１）課程

海曹士航空士対潜（非音響）課程

海曹士航空士機上任務非音響（Ｐ－１）課程

海曹士航空士対潜（音響）課程

海曹士航空士機上任務音響（Ｐ－１）課程

海曹士航空士武器課程



海曹士航空士機上武器（Ｐ－１）課程

海曹士航空士対潜（ＳＨ－６０Ｋ）課程

海曹士航空士機上電子整備課程

海曹士航空士機上電子整備（Ｐ－１）課程

航空自衛隊 航法課程

偵察課程

幹部兵器管制課程

幹部機上システム統制課程

幹部空中輸送課程

幹部センサー操作課程

機上警戒管制員課程

機上無線レーダー整備課程

空中輸送員課程

機上整備員課程

機上無線員課程

救難員課程

センサー操作課程

備考 航空従事者技能証明及び計器飛行証明に関する訓令の運用方針についての一部

改正について（防人計（事）第３９８号。３０．１１．１５。以下「一部改正通

達」という。）の施行の日前に一部改正通達による改正前の航空従事者技能証明

及び計器飛行証明に関する訓令の運用方針について（防人計第４１１２号。２３．

４．１。以下「運用通達」という。）の別紙の第１２の表に規定する機上要撃管

制幹部課程、機上システム統制課程及び空中輸送幹部課程は、それぞれ一部改正

通達による改正後の運用通達の別紙の第１２の表に規定する幹部兵器管制課程、

幹部機上システム統制課程及び幹部空中輸送課程とみなす。

第１４ 訓令別紙第１第１４項関係

１ 訓令別紙第１第１４項第１号の「正規教育課程」とは、各課程の普通科又はこれ

に相当する課程をいう。

２ 訓令別紙第１第１４項第３号の「必要な経験」とは、次のアの表及びイの表によ

り計算して得た点数の合計が２５点以上となることをいう。

ア

１年につき

整備（整備作業を含む。）に関する経験

甲 乙

自衛隊 機付長、作業班長等以上 10 ５



その他 ７ 3.5

自衛隊以外 技手以上 ７ 3.5

その他 ４ ２

備考 行おうとする整備の種目と同種の経験の場合には、甲欄に掲

げる点数を用い、異種ではあるがこれと密接な関係のある経験

の場合には、乙欄に掲げる点数を用いる。整備（整備作業を合

む。以下同じ。）に関する経験であっても、上記以外の経験は、

点数を加えてはならない。

イ

整備に関係のある学科 ８

大学卒業

その他の学科 ２

最終学歴 整備に関係のある学科 ６

短大及び高専卒業

その他の学科 １

工業学校等卒業 ２

３ 訓令別紙第１第１４項第１号の「所要の実務経験期間」は、１８月とする。ただ

し、その者が整備について経験を有する場合には、前項の規定により計算して得た

点数２点につき１月を減ずる。


